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はじめに～申請にあたり必ずご確認いた
だきたいこと

業務改善助成金の支給のルールについては、交付要綱と交付要領、Q＆Aに定められております。
ルールを確認せず申請すると設備投資をしたのに助成されないというケースや、賃上げしなければならない額を誤り助成されないケー
ス、助成金支給後に要件を満たさなくなり返還しなければならないケースが発生しますので、申請にあたっては必ず交付要綱や交付要領、
Q＆Aの内容を確認をいただいたうえで申請いただくようお願いします。ご不明な点は岩手労働局にご確認いただくようお願いします。

１．令和８年度申請分 交付要綱
厚生労働省ホームページ内の次の場所に格納
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001693388.pdf

２．令和８年度申請分 交付要領
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001693391.pdf

３．業務改善助成金Q＆A
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001719418.pdf

４．申請マニュアル
chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001719498.pdf

申請に当たって必ずご確認いただきたいこと



業務改善助成金の目的とは

業務改善助成金は、生産性向上、労働能率の増進に資す
る設備投資等とともに、賃金の引上げを行う中小企業事
業者に対し、その設備投資等に係った費用の一部を助成
する制度（交付要綱第３条）

業務改善助成金の目的とは？



業務改善助成金の活用事例

〇これまで製造業工場内で手作業で行っていた鉄の切断作業を機械化することで業務能率が向上
された〇医療現場においてデジタルレントゲン機器の導入により、画像が鮮明になり、一回１０
分程度かかっていた現像作業が１分に短縮された 等

その他岩手労働局管内の活用事例



業務改善助成金の活用事例
既に使用している機器等の増設もよいの？

あるパン屋でパンを焼くオーブンが１台のみ。
毎日パンが閉店時間前に完売している。
オーブンがもう１台あれば、売り上げが２倍になるが業務改善助成金を使えるの？

事例１

業務改善助成金Q＆A



業務改善助成金の活用事例
長年使っている機械が経年劣化で不具合があり更新したい場
合に業務改善助成金を使えるの？

あるパン屋でパンを焼くオーブンが１台のみ。

長年使っているオーブンに不具合があり、毎月１回前後故障が発生しパンが焼けないときがあ
るが、新品に更新すれば生産性があがる場合業務改善助成金を使えるの？

事例２

業務改善助成金Q＆A



業務改善助成金の対象となる設備投資の経費

助成金の「対
象となる経費」
や「対象になら
ない経費」の詳
細は交付要領の
別紙３の注意事
項をご確認くだ
さい。



申請対象事業者・申請の単位
対象事業者とは？

原則として同一所在
毎に申請する。



申請が可能な中小企業事業主とは？
中小企業事業主とは？



助成額とは？

生産性向上に資する
設備投資に要した費
用の一部を助成する
助成金となります。

「事業場内最低賃金」の引上げ額、及び、「引
上げる労働者数」によって上限額が異なります。

「事業場内最低賃金が１０５０円未満」又は「最近６か月間平均における売上高総利益率等
が前年同期比３％ポイント低下」した事業場

助成上限額が上がる「特例事業者」とは？

場合に対象になります。



【要注意】スケジュール

交付決定
例 １０月５日

交付申請日
例 ９月３日

【注意】

交付申請から交付決定まで
の審査期間は申請到達日から
原則３月以内（交付要綱第６
条）可能な限り早期に交付決定いたします
が、例年応募が殺到していることから、一般
的な審査期間である３か月間を過ぎてしまう
ケースも発生しおります。

【注意】

●賃上げは必ず
交付申請日以降
（郵送の場合労
働局に到着した
日以降）とする
こと（Q＆A問
15）

賃上げ日

例 １１月３０
日

最低賃金
適用日

例 １２月１日

１１月３０日が
欠勤の場合対象
外

【注意】

●本助成金受給のためには、
令和８年度の岩手県の最低
賃金の適用日より前に、賃
金の引上げし、引き上げ後
の賃金の支払い実績がある
（＝出勤実績がある）こと
が必要（Q＆A問13）

【注意】

●設備投資の契約（発注）・
納品は交付決定日以降とする
こと（Q＆A問27）
●原則振り込み払い。ローン
等の場合助成年度に支払った
金額に限り助成対象となる
（Q＆A３８）



参考）国の予算の範囲内で交付する
ものであること

雇い入れ後６月を経過した労働者の当該事業場で最も低い時間当たりの賃
金（以下「事業場内最低賃金」という）を、令和８年度地域別最低賃金の発
行日の前日までに、５０円以上引上げるとともに、就業規則その他のこれに
準ずるものにより当該引き上げ後の賃金額を事業場で使用する労働者の下限
の賃金額とすることを定めた場合であって、生産性向上に資する設備投資等

を行った場合に、その設備投資等に係った費用の一部を、国の予算
の範囲内で業務改善助成金を交付する（交付要綱第４条）

予算の範囲内で



助成金の支給の要件

「雇い入れ後６月を経過した労働者（※）」の当該事業場で最も低い時間
当たりの賃金（以下「事業場内最低賃金」という）を、令和８年度地域別最
低賃金の発行日の前日までに、５０円以上引上げるとともに、就業規則その
他のこれに準ずるものにより当該引き上げ後の賃金額を事業場で使用する労
働者の下限の賃金額とすることを定めた場合であって、生産性向上に資する
設備投資等を行った場合に、その設備投資等に係った費用の一部を、国の予
算の範囲内で助成する制度（交付要綱第４条）

※「雇い入れ後６月を経過した労働者」は、交付申請の
提出日において、雇用保険被保険者である者とする
（交付要領第２の２）

どんな時にもらえる助成金？

【注意】助成金受給のために
は、５０円以上の賃上げのみ
では足らず、実際の引き上げ
後の賃金額を事業場内で使用
する労働者の下限の賃金額と
することを就業規則等に定め
る必要があることに留意その他の要件は交付要綱４条第４項をご確

認ください



誰をいくら賃上げする必要がある？就業規則に
定める賃金下限額はいくらとする必要がある？

次のA～Dの労働者の場合で、仮に５０円の賃金引上げを計
画した場合、誰をいくら引上げる必要があるか？また就業規則
に記載する下限の時間当たり賃金額はいくらとするか？

練習問題

DさんCさんBさんAさん
加入加入未加入加入雇用保険

被保険者

２年間１か月８か月７か月雇い入れ
期間

１０７０円１０３５円１０３１円１０４０円時給

人物

「雇い入れ後６月を経過した労
働者（※）」の当該事業場で最も
低い時間当たりの賃金（事業場内
最低賃金）を５０円以上引上げる
とともに、就業規則その他のこれ
に準ずるものにより当該引き上げ
後の賃金額を事業場で使用する労
働者の下限の賃金額とすることを
定めた場合であって、生産性向上
に資する設備投資等を行った場合
に、その設備投資等に係った費用
の一部を助成する制度（交付要綱
第４条）

※「雇い入れ後６月を経過した労
働者」は、交付申請の提出日にお
いて、雇用保険被保険者である者
とする（交付要領第２の２）

再掲載 支給要件



【１】雇い入れ後６月を経過した労働者で、かつ雇用保険被保険者
である労働者で最も低い時間当たりの賃金額の者＝Aさん
【２】Aさんの賃金額を５０円引上げる＝事業場内最低賃金が１，
０４０円→１０９０円となる
【３】【２】により算出した賃金額を事業場で使用する労働者の下
限の賃金額として就業規則に定める＝全員１０９０円以上とする。

練習問題の解説

DさんCさんBさんAさん
加入加入未加入加入雇用保険

被保険者

２年間１か月８か月７か月雇い入れ
期間

１０７０円
→１０９０円
（２０円増）

１０３５円
→１０９０円
（５５円増）

１０３１円
→１０９０円
（５９円増）

１０４０円
→１０９０円
（５０円増）

時給

人物

「雇い入れ後６月を経
過した労働者（※）」の
当該事業場で最も低い時
間当たりの賃金（事業場
内最低賃金）を５０円以
上引上げるとともに、就
業規則その他のこれに準
ずるものにより当該引き
上げ後の賃金額を事業場
で使用する労働者の下限
の賃金額とすることを定
めた場合であって、生産
性向上に資する設備投資
等を行った場合に、その
設備投資等に係った費用
の一部を助成する制度
（交付要綱第４条）

※「雇い入れ後６月を経
過した労働者」は、交付
申請の提出日において、
雇用保険被保険者である
者とする（交付要領第２
の２）

再掲載 支給要件



助成金の要件では５０円の引き上げで足るが、仮にAさんの
賃金額を５１円増の１０９１円とした場合は、事業場で使用す
る労働者の下限の賃金額（就業規則等に明記する賃金額）も１
０９１円と定めなければならないことに留意

就業規則等に記載する「事業場で使用する労働者
の下限の賃金額」について

DさんCさんBさんAさん
加入加入未加入加入雇用保険

被保険者

２年間１か月８か月７か月雇入期間

１０７０円
→１０９１円
（２１円増）

１０３５円
→１０９１円
（５６円増）

１０３１円
→１０９１円
（６０円増）

１０４０円
→１０９１円
（５１円増）

時給

人物

就業規則等に規定しなけれ
ばならない「事業場で使用す
る労働者の下限の賃金額」に
ついては、交付申請後に実際
に引き上げた事業場内最低賃
金（＝事例でいうAさんの時
給換算額）を規定しなければ
ならなない（交付要領第２の
７）

就業規則に規定す
る下限の賃金額

仮にAさんの賃金額を５１円引き上げた場合

【注意】左表の事例で就業規
則上で「労働者に支払う下限
の時給換算額は1,090円」と設
定し要件を満たさないと判断
される事例が散見されていま
す。

必ず実際に支払われている
賃金時給換算額を就業規則に
明記するようにしてください



事業場内最
低賃金の算定
方法は、地域
別最低賃金と
同様の考え方
（最低賃金法
第４条他）に
より算定しま
す（疑義解釈
問７）

事業場内最低賃
金の算定方法 時給１，０３１円

職務手当 月５，０００円

事業場内最低賃金を１０３１円
としてしまう間違いが多い⇒職務手当（月５０００円）の時
給換算額も加える必要があります。

例えば月平均所定労働時間が１
６８Hの場合、５０００円÷１６
８H＝２９．７６・・・のため、
事業場内最低賃金＝１０３１円＋
２９．７６・・＝１０６０．７
６・・・円となる。

よくある間違い例①

【注意】間違い多い
事業場内最低賃金の算定方法の誤りが多い
です

月給１７３，２０８円（月平均所定労働時
間１６８H 時給換算１０３１円）
歩合給 今月０円だが先月３００００円

事業場内最低賃金を１０３１円としてしま
う間違いが多い⇒歩合給についても時給換算額を加える必要
があります。

例えば直近１年間の歩合給合計が１０００
００円、直近１年間の総実労働時間が２１０
０Hの場合
最低賃金額＝１０３１円＋（１０００００
円÷２１００H）＝１０７８．６１・・・円
となる。（Q＆A問８）

よくある間違い例②



事業場内最低賃金の算定方法の誤りが多い
です

最低賃金法 抜粋



事業場内最低賃金の算定方法の誤りが多い
です



事業場内最低賃金の算定方法の誤りが多い
です



〇基本給
〇毎月、毎週、毎日支払われる手当
〇歩合給など請負制によって定められた賃金

最低賃金の対象とな
る手当

事業場内最低賃金の算定方法の誤りが多い
です

〇日によって支払われた賃金は、日の所定労働時間で除す
例：特殊勤務手当３０００円÷日所定労働時間８時間＝３７５円

〇週によって支払われた賃金は、週の所定労働時間で除す
例；夜勤がある週のみ払う夜勤手当３０００円÷週所定労働時間４０時間＝７５円

〇月によって支払われる賃金は、月の所定労働時間で除す
例 月給２０万円÷月平均所定労働時間１６８H＝１１９０．４７・・円
業務手当月５０００円÷月平均所定労働時間１６８円＝２９．７６・・・円

計 １２２０．２３・・円

毎月、毎週、毎日支払われる賃金
の時給換算額を算定する方法

〇臨時に支払われる賃金（結婚手当）

〇賞与など一か月を超える期間ごとに
支払われる手当

〇時間外割増賃金、休日割増賃金、深
夜割増賃金
〇精皆勤手当、通勤手当、家族手当

〇賃金ではなく実費弁償的性質の手当
（出張の際の旅費実費を支給する等）

最低賃金の対象とな
らない手当

歩合給については、直近１年間の歩合給の合計額を、

その間の総実労働時間で除すことで算出する。

例 直近１年間の歩合給の合計額３０万円÷その間の総実労働時間２１００H＝１４２．８
５・・・円

歩合給がある場合に
時給換算額を算定する方法



〇月給１７３，２０８円（月平均所定
労働時間１６８H 時給換算１０３１
円）

〇歩合給 直近１年間の歩合の合計１
０，０００円÷その間の総実労働時間
２１００H＝４．７６・・・円

引き上げ前の事業場内最低賃金が合計
１０３５．７６・・・円の場合

引き上げ前の賃金額

歩合給等変動する賃金額がある場合で引き
上げ前の賃金額と引き上げ後の賃金額

引き上げ後
はいくら？

〇月給１８１，４４０円（時給換算１０８０円）
〇引き上げ後のある月の歩合給５００円

当月の総労働時間１７０Hの場合
時給換算額＝１０８０円＋（５００円÷１７０H）＝１０８

２．９４・・円となり５０円コースに満たない

対応例１）就業規則において、「事業場内の最低賃金を１０
８６円（５０円コースの場合）」とし、月給を引上げ当該金
額以上を支払う保証をする。

対応例２）時給を１０８０円として、就業規則等において
「歩合給が少ない場合など、時給換算額が１０８６円に満た
ない場合は、当該差額分を歩合給の下限として支払う」とし
て、歩合給の支給条件を変更し、１０８６円以上の支払いを
保証する 等

事業場の対応事例

【注意】歩合がある場合、賃金の引上げ方法は
問わないが、引上げ前の事業場内最低賃金に対
して、各コースの引上げ額以上の賃上げが保証
される必要があることに注意（Q＆A問８）



助成上限額に影響する「引き上げ
労働者数」とは？

「引上げる
労働者数」
によって上
限額が異な
るが「引上
げ労働者
数」とは？

〇「引上げ労働者数」の対象となる「労働者」は、交付申
請書の提出日において雇用保険被保険者であり、コース区
分ごとに定める引き上げ額以上引き上げた労働者も「引上
げ労働者数」に含めることができます（交付要領第２の４、
Q＆A問２０、問２２）※ただし、もともとの賃金額が改定後の事業
場内最低賃金未満の者に限る。

〇雇い入れ後６月経過していない労働者も引上げ労働者数
の対象となる（Q＆A問２１）
〇事業場内最低賃金の対象労働者の引き上げにより賃金が
追い抜かれる労働者であり、申請コースと同額以上引き上
げた場合あれば、引き上げ前の賃金額が改定後の地域別最
低賃金額を超える労働者であっても引上げ労働者数に含め
ることができる（Q＆A問２３）

「引上げ労働者数」の定義

注意 事業場内最低賃金の対象となる労働者の定義と、引上げ労働
者数の対象労働者の定義が異なることに注意

場合に対象になります。



下表の事例の場合、
「事業場内最低賃金の対象労働者」はAさん
「引上げ労働者数」はAさんとCさんの２名

DさんCさんBさんAさん
加入加入未加入加入雇用保

険被保
険者

２年間１か月８か月７か月雇い入
れ期間

１０７０円
→１０９０
円

（２０円
増）

１０３５円
→１０９０
円

（５５円
増）

１０３１円
→１０９０
円

（５９円
増）

１０４０円
→１０９０
円

（５０円
増）

時給

人物

「事業場内最低賃金の対象労働者」と「「引き上げる労働者」との違い

引上げ労働者事業場内最低賃金の
対象労働者

〇雇入れ後６月以上
の要件はない

〇雇用保険被保険者
であること
〇５０円以上引上げ

〇引上げにより追い
抜かれる労働者の場
合は、引き上げ前の
賃金額が令和８年度
の岩手県最低賃金額
以上であっても対象
となる

〇雇入れ後６月以上
経過した労働者

〇雇用保険被保険者
であること
〇５０円以上引上げ

〇引き上げ前の賃金
額が令和８年度の岩
手県最低賃金額未満
であること

〇当該者の賃金時給
額を事業場内で使用
する労働者の下限と
して就業規則等に定
める必要がある

「事業場内最低賃金の対象労働
者」と「引上げ労働者数」の定義
の違い



助成金支給の流れ
まずは交付申請

【交付申請期限】

令和８年９月１日～県最賃発行日前日
又は11/30の早い日

【交付申請時提出書類】
〇様式第１号
〇助成対象経費の見積書（二者以上）

〇申請前６月分の賃金台帳の写し（※
歩合給など月によって変動する賃金が
ある場合は申請前１年分）

〇特例事業者の適用を希望する場合は
当該確認資料
〇その他労働局長が求める書類

各要件の適合性は、客観的な資料に
基づき判断しております。例えば、
申請いただいた設備投資により労働
能率の向上に資するかの判断ができ
ない場合など、提出された書類のみ
では要件に適合しているかが判断し
がたい場合は別途追加資料の提出を
求めることがあります。



生産性の向上や
労働能率の増進
に効果がある設備
投資であるか？

生産性の向上や労働能率の増
進にどの程度効果があることを
具体的に記載してください。

右の事例ではこれまで２時間
要していた作業が２０分に短縮
された事例



交付決定を受けた後の注意事項



業務改善助成金のフロー図



申請窓口・
申請方法



令和８年度の変更点の概要

１）助成コースの変更

２）事業場内最低賃金の対象労働者が雇用保険被保険者が要件
となったこと
３）引上げる労働者も雇用保険被保険者が要件となったこと

４）賃上げ日が地域別最低賃金の適用日前日までに実施するこ
と

５）これまで特例事業者は自動車を購入できたが、特例事業者
も自動車を購入できなくなったこと
６）物価高騰等要件の算定方法が変更されたこと
７）見積合わせの要件の変更

令和８年度の変更点


